
1 

１．はじめに 

 近年，生活の変化や高齢化にともない都市公園へ

のニーズも変化し多様化してきている中，平成 5 年

の都市公園制度改正にともない，住区基幹公園の一

つである児童公園は，利用者が児童に特定される名

称および定義などが見直され，街区公園とされた. 
身近な住区基幹公園は、それぞれ誘致距離と面積

によって役割が定義されているが、これらの種類に

よって利用者の利用方法が異なるかというとそうで

はない。既成市街地では、計画通りの配置と面積で

はなくこのため利用者への制約も多い。本研究では

利用者の属性にあった公園の配置計画を考える. 
 対象地は旭区の街区公園（図-1）とする.研究方法

は，まず利用状況について調査を行う。利用状況と

関係している遊具と施設などを調べるため，利用率

と誘致圏内の要因・空間要素について重回帰分析を

行なう.利用状況と関係している施設などを調べる

ため，公園内は現地調査から要素を抽出し，公園外

は GIS を用いて要因を摘出した.抽出された要因と

考察から利用者の特性を分析・考察する。 
 

 
図-1 旭区の街区公園の配置 

 
２．小学生の時間割について 

 小学校の年間の標準総授業時数は，学校教育法

施行規則により，児童の発達の段階等を踏まえ，決

められている（新小学校学習指導要領に基づく，

2020 年 4月 1日より施行）.各学年の年間の標準総

授業時数は，１年生は850単位時間，２年生は910

単位時間，３年生は980単位時間，４〜６年生は

1015 単位時間である.そのため1年生は 24コマ

（週に1回 4時間目まで，残りは5時間目まで），2
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年生は25コマ（毎日5時間目まで），3年生は 26

コマ（週に1回 6時間目まで，残りは5時間目ま

で），4〜６年生は29コマ（週に4回 6時間目ま

で，1回 5時間目まで）である.また，大阪市の小

学校は，令和2年度から新学習指導要領が全面実施

されることに伴い，第3～6学年の標準授業時数が

増加すると大阪市が決めている.このことから、街

区公園の利用者(児童)と利用時間を関係させて調査

を行う。（図-1）に対象地区における学区と人口デ

ータを示す。 

 

２．利用状況の調査 

 利用調査では，利用者の年齢に違いが見られる小

学 1〜2 年生の利用が多く考えられる 15:30～15:40，

15:50～16:00 以下「夕刻前半」と、小学 3〜6 年生の

利用が増え始める 16:10～16:20，16:30～16:40 以下

「夕刻後半」の二回行なった.これらをまとめた結果

を（表-1）に示す. また，利用調査の結果より，式（1）

（2）用いて利用時の 1 人あたり公園面積と利用率

を算出した. 

 

表-1 利用調査の結果 

 
 

                  

 

 

 

 

３．公園空間構成要素と利用状況 

次に重回帰分析を行い，利用率を説明する空間要

素を抽出する.公園内外の変数を（表-2，3）に示す. 

 

表-2 重回帰分析の結果(前半の公園内) 

 

 

表-3 重回帰分析の結果(後半の公園内) 

 

 

ここでは「近隣居住者の街区公園の利用行動に関

する研究」という旭区の公園を対象にしているアン

ケート結果（図-3）を参考に、アンケート結果に対

し影響を与えている動線が自宅から近い，立ち寄り

やすい場所などの誘致圏内において利用区分を増や

している。これを用いて行なった。重回帰分析の結

果（表-4，5）を示す. 

 

 
図-3  アンケート結果 

 

表-4 重回帰分析の結果(夕刻前半) 

 

1 人あたりの公園面積＝
公園面積

最高人数平均
	 (１) 

利⽤率＝
１

１⼈あたりの公園⾯積
	 (２) 
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表-5 重回帰分析の結果(夕刻後半) 

 
 

まず、「放送機」で表現される変数は、同時に遊ぶ

部分の広さを表していることがわかっている。両者

とも、この変数が遊び場としての公園に大きな影響

を与えられていることが推測できる。 

 また，小学1〜2年生が多く利用する時間帯の前

半の利用者は東屋がマイナスの要因になっているこ

とから休む設備よりも動ける設備を好む傾向がある

といえる. 

 また，小学 3〜6 年生の利用が始まると思われる

後半の利用者は東屋や椅子がプラスの要因になった

ことより休む設備を好む傾向があるといえる. 

 

４.街路からの可視分析 

 ここでは遊び場が広い変数を表す放送機がある公

園（赤川南公園，高殿南四公園）と放送機がない公

園（森小路南公園，大宮南公園，高殿南公園，高殿

南三公園，大宮ふれあい公園）について遊び場への

可視分析を行った.これは、公園の多くがボール遊

びを禁止していることに対するデータを得るためで

ある。 

 街路からの公園内の見えについて,写真を用いた

可視率を指標として分析を行う.公園で遊ぶと考え

られる小学生の平均の視線高さと同じ,133.9cm か

ら公園の境界線に直角方向に撮った写真を用いる.

道路から奥行き2mまでの部分は削除し,残った部分

の面積の全体に対する割合が可視率である.式（3）

を用いて可視率を算出した. 一部例として（図-4，

5）で示す. 

 

 

 

 

 
図-4 分析前の写真(森小路南公園) 

 

 

図-5 分析後の写真(森小路南公園) 

 

 
図-6 利用率と可視率の関係 

グラフ（図-6）は可視率と利用率の関係を示して

いる.このグラフから利用率に対して可視率の適正

な値がある可能性が示唆される.この結果から可視

可視率(％)＝⾒えている部分のピクセル数
全ピクセル数

	 ×100 (３) 
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率46.81〜60.33％の利用率が低いことがわかった. 

 

５.まとめ 

 本研究では，大阪市旭区を対象として、小学生

の学年ごとの利用率をもとにその利用状況を調査

し、その結果と分析をしてきた。同じ街区公園にあ

っても、児童にとっては異なる意味をもつ可能性を

みいだした。 

今後は利用者アンケート調査の結果をGIS上に反

映し，法規上の公園と利用者のイメージ上の公園の

違いをみいだそうと考えている. 
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